
―-1)整 備基準
整備基準は、公共的施設の出入口、廊下、階段、便所、歩道等の整備にあたり配慮すべき事項を規定 したもので

ある。第 1項各号の規定の他、第 2項により、公共的施設の種類に応 じて別表第 1か ら第 5で技術的細 目を規定 し
ている。

建築物に係る基準は、別表第 1に より規定 しているが、建築物のうち公共交通機関の施設にあっては別表第 5に
よることとしている。ただ し、公共交通機関の施設内に設けられる店舗等で公共交通機関の用途に属さない部分は
建築物の基準を定めた別表第 1に よる。

-2)た だし書き
公共的施設の整備にあたり、当該個々の施設に特性があることなどから、施設の利用形態等に応 じて代替措置を

講ずる方が適当である場合や、整備基準どお りに整備されることが望まれない場合が想定される。 このような場合
に、より適切又は優れた建築計画を選択 して整備できるよう、整備基準に適合させる場合と同等以上に安全で快適
に利用できると客観的に認められる事項についてはこれ らの基準によらなくてもよいこととしている。

また、様々な条件の制約を受けて行われる場合には、整備基準による整備が困難であることも想定される。この
ような場合にも、これらの基準のうち適合させることが困難である事項については適用 しなくてもよいこととして
いるが、福祉のまちづくりの推進を基本におきつつ、真に整備基準に適合させることが困難である場合に限定され
るものである。

―-3)整 備基準に適合させなければならない建築物の部分
整備基準に適合させなければならない部分は、不特定かつ多数の者の利用する部分に限られている。例えば、物

品販売業を営む店舗の場合は、出入口及び道路からこれに至る通路、売り場並びに客が利用する廊下、階段及び便
所が対象となり、執務部分、休憩室等の店員のみが使用する部分及び商品を保管する倉庫等の部分については対象
とならない。

建 築 物 別表第 1

道 路 別表第 2

公 園 別表第 3

路外駐車場 別表第 4

公共交通機関の施設 別表第 5

日
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―-4)建 築物に係る整備基準の解説一一

障害者、高齢者等をはじめとするすべての人 (以 下「利用者Jと いう。)を道等から建築物の受付等まで安全か

つ円滑に誘導するための基準である。

1棟の建築物が構造上区画され、利用形態や管理形態が分割されている場合は、それぞれの部分について整備す

る必要がある。

建築物の出入ロ

傾斜路勾配 1/12以 下
車いす使用者専用

駐車スペース標識

線状プロック(誘導用 )

利用者が主として利用する建築物の出入口 (以下「建築物の主たる出入 口」という。)か ら道等に至る通路に関

する基準である。

急傾斜地にある等地形の特殊性により、利用者がバス、タクシーその他送迎車を利用 して車寄せに至る場合は、

そこから建築物の主たる出入 口に至る通路について整備することとする。

なお、沿道が自動車道である場合、敷地が広大である場合等この基準によることが困難ではないが、車寄せから

とする方が適当である場合も同様とする。

焉 馴
=轄

■

主たる出入日から道等に至る通路は 1 2m以 上の幅を確保すること。幅の規定は、有効寸法である。

1.2mは、車いす使用者や松葉杖使用者が円滑に通過でき、また、人が横向きになれば車いすとすれ違える寸

法である。

頸燃華訊表1薔仕上げ

通路の表面は、粗面 とするなど滑 りにくい材料で仕上げること。

また、凹凸の大きいものは、車いすのキャスターが円滑に動かず、車いす使用者の通行に支障をきたすため用い

ないこと。
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(2)表面は、滑りにくく、かう、1車いす使用者が円滑に通行できる材料で仕上げること。
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通路等に高低差がある場合は、障害者にとって大きな障害となるので適切な勾配の傾斜路又は車いす使用者用特

殊構造昇降機の設置が求められている。

なお、 2 cm以 下で面取 り等をしたものは高低差に該当しない。以下同じ。

薇柩錮波幅■ ■

傾斜路の幅については、111と 同様である。

ただ し、段を併設する場合は、幅を 9 0cm以 上とすることができる。これは、車いす使用者が通行可能な寸法で、

傾斜路を車いす使用者が通行する際に、他の歩行者が段に迂回することにより、傾斜路の途中で車いす使用者との

すれ違いを回避できるからである。この趣旨から、段は、傾斜路と同じ動線で、それぞれが見通せる事が必要であ

る。

魃 ‐配‐‐‐

傾斜路の勾配は1/12以下とすること。ただし、高低差が1 0cm未満の場合は1/8と することができる。

1/12及 び 1/8は 、一般的な車いす使用者が自力で登坂でき、安全に降坂できる勾配であるが、個人差があ

ることからできる限り緩 くすべきである。

輻 総 狂
・

壁のない縁端部には、車いすの脱輪などを防止するため、 5 cm程度の立ち上がりが必要となる。なお、手す りを

設ける場合であっても、手す り子の間から、視覚障害者がつえを外すおそれがあるので、立ち上がりを設けなけれ

ばならない。

褥巡瑕艤篤議:1瞥 |り |

傾斜路の勾配が1/20を超える場合は、手すりを設けること。ただし、身体障害者更生援護施設、老人福祉施

設、有料老人ホームその他これらに類するもの及び病院、診療所その他これ らに類するもの以外の建築物で傾斜路

の高低差が 7 5cm以下の場合には手す りを設けないことができる。

鼈滉貶麟轟場‐ |

傾斜路が長いときには車いす使用者が昇降中に休憩又は加速する部分が必要であることから、傾斜路の高低差が

7 5cmを 超える場合には、高さ7 5cm以 内ごとに長さ 1 5m以 上の踊 り場を設置する必要がある。

鑑鸞筵趨1表1菫仕上げ

傾斜路の表面仕上げについては112と 同様である。

隋 男1措置

弱視者等が傾斜路を容易に認知できるよう、傾斜路を踊 り場及び傾斜路に接する通路 と明度差の大きい色にする

などの方法により識別 しやす くする必要がある。

襦趙蒸註点状
‐
プロック

傾斜路の勾配が 1/20を 超える場合には、注意を喚起することにより視覚障害者が傾斜路のあることを認知で

きるよう、傾斜路の上端に近接する通路及び踊り場の部分に点状ブロックを敷設する必要がある。

ただし、次に掲げるものについては点状プロックを敷設しないことができる。

○共同住宅

○寄宿舎

○駐車場その他視覚障害者の単独での利用が想定されない建築物 (駐車場の他、自動車教習所、運転免許セン

ター等がこれに該当するが、自動車販売店、自動車用品販売店等については、視覚障害者が運転手を雇う等

して車を所有することが想定されるので、これに該当しない。)



○上記以外の用途で、視覚障害者を誘導することができる者が常駐 し視覚障害者を誘導できる場合
例

① 通路の道路付近に常駐する者が対応する場合。
② インターホン等により視覚障害者の来訪が認知できる仕組みを設け、事務所等に常駐する者が速やか

に対応できる場合。

③ 道路と建築物が近接 しており、出入口付近に常駐する者が、建築物の内部から視覚障害者の来訪を容
易に認識できる場合。

④ 保育所、老人ホーム等で、保育士、介護者等が常時付添う制度になっている場合。地区集会所でその

利用時において、地区住民の誰かが必ず視覚障害者に付添うことについての同意形成なされている場合
もこれに含まれる。

鼈輪齢脱特殊構造昇降機

高低差のある部分に、建築基準法施行令第 129条 の 3第 1項第 1号 に該当する昇降機で車いす使用者専用のも

のを設けた場合は、当該部分に傾斜路を設けないことができる。

建築物の整備基準に係る技術的細目・朝日表第■)【建築物|の 出入自及びそれに至る通路】

2 1に 規定する通路に高低差
‐
がある場 1合 にはt次に定|め る構造の傾斜路又は車いす使用者用特殊構造昇降機 (建

築基準法施行令 (昭和 25年政令1第 338号 >第 129条 の 3第 1項第‐号の昇降機で専ら車いす使用者の利用
に供するものをいう。

.以
下同 じ6).を設けること。|

(1).蝠 |よ 、 112メ■―トィレ (段|を 併設する場合にはこ 90セ ンチメ=ト
ル)以上とすること。

(2)勾配は、■ 2分の 1(高低差が 10セ ンチメー トル未満の場合は、 8分の 1)以下とすること。
|.(3).傾 斜路の壁のない側には、1縁端部に高さ5セ ンチメー トル程度の立ち上が りを設けること。    | ‐

|(4).傾斜路 (勾配が20分の 1を超える|も のに1限 る:‐ .(8)に おいて同|じ 。)に は手す りを設けること (傾斜路の
|‐

高さが 75セ ンチメ■ トル以下の場合 (当該建築物が第 4条第‐号ウ又はオに掲げる建築物である場合を除

く。)を除 く。)。 | |‐ | ■‐
‐
■ |‐ |■■‐| |

(5)傾斜路の高さが 75セ ン|チ メ■ トルを超えている場合は、高さ75セ ンチメー トル以内ごとに長さが 1.5
メ■ トル以上の踊場を設けることし

(6)表面はt滑 りに〈く、かつ、車いす使用者が円滑に通行できる材料で仕上げること。         ■
|.(7).傾 斜路は、その踊場及び当該傾斜路に接する廊下等の色と明度の差の大き,‐ 色ヽとすること等によりこれらと

識別 しやすいものとするtlと よ
― ■ ■ ‐ ‐

.(8)傾斜路の上端に近接する通路等及び踊場の部分には、点状プロック等を敷設すること (共同住宅、寄宿舎及

び駐車場その他視覚障害者|の単独での利用が想定されない建築物を除 く。)。 ただ し、視覚障害者を誘導するこ

.と ができる者が常駐し視覚障害者―を誘導できる場合は、この限りでない。■|            | |

視覚障害者を道等から建築物の主たる出入 口まで視覚障害者を誘導するため、

音声により視覚障害者を誘導する装置を設置する必要がある。

ただし、128に 敷設を要 しないものとして掲げるものについては、線状プロ

害者を誘導する装置を設置 しないことができる。

通路には線状プロックの敷設又は

ックの敷設又は音声により視覚障

歩道

十 ~翻
げ静 :綱 1繭I=ごし :轟彙lヽ       y… …

道路

歩行者通路

釘

鶴



建築物の整備基準に係る技術的細目 (別表第‐).【建築物の出入口1及びそれに奎る通路】   |
3‐ 1に規定‐する通路には、線状‐ブ|■ |,ク 等の敷設又は音声によ―り視覚障害者を誘導する装置の設置を行う.こ と(共

|‐ 同1住宅:寄宿舎及び駐車場その他視覚障害者の単独での利用
‐
が想定され|な い建築物を除く:)。 た.だ し:視覚障害

者を誘導する.ことができる者‐が常駐し視覚障
‐
害者を誘導できる場合は、|.この限り|で なヤヽも |     | ―

道等から建築物の主たる出入 口に至る通路を車路が横断する場合は、注意を喚起することにより視覚障害者が安

全に車路を横断できるよう、当該部分に点状プロックを敷設する必要がある。

ただし、128に 敷設を要 しないものとして掲げるものについてはこの限 りでない。

建築1物の整備基‐準に係る技術的細目|(別表第|‐ )【建築物の出入自及びそ|れに至る通路II  I
4■■1に規定する通路を事路が横断する部分には1点状プロ|'グ等|を 1敷設す|る |こ と|(共同住宅、1寄宿舎及び駐車場
●そ|の他視覚障害者の単独|で の利用が想定されない建築物|を 除く|よ):|ただ|し、1視覚障害者を誘導することが|でき

―
る

1者が常駐し視覚障害者を誘導できる場合は、この1限 りでないよ■|■ ||‐■||‐ ‐

排水溝等は視覚障害者にとって大変危険であり、また、車いす使用者にとってもその通行に支障きたすため、道

等から建築物の主たる出入口に至る通路又は傾斜路に排水溝等がある場合は、当該排水溝等にふたを設け、つえ及

び車いすの車輪等が落ちない構造とする必要がある。

建築物の整備基準に係る1技術的細目 (別表第一)【建築物の出入自1及びそれに1至 る.通路】■‐■ |

5 11に規定する.通路又は2に規定する傾斜路を縦断し、又は横‐断するツト水溝等がある場合には、当該排水溝等に
■ふたを設‐けてつえ及び車いすの車輸等が1落ち―ない構造のも|の とすること:  |

避難階における建築物の主たる出入口に関する基準である。

莉 1掘
・

建築物の主たる出入口は、多 くの人々の動線が重なる部分であるため、利用者が容易にかつ安全に通行できるよ

う、その 1以上の幅は車いす使用者や松葉杖使用者が円滑に通過できる寸法である9 0cm以上とする必要がある。

ただし、床面積が 200ポ 以下の建築物にあっては比較的利用者の数が少ないことから車いす使用者や松葉杖使

用者が通過できる寸法である8 0cm以 上とすることができる。

なお、この幅は、引き戸における引き残 し、開き戸における建具の厚み等の部分を除いた実際に通行できる部分

の幅である。
また、両開き戸については、車いす使用者にとって同時に両方の戸を開けることが困難であることから、この幅

は、片方の戸を開いた状態の幅、いわゆる親子 ドアについては通常開閉する部分を開いた状態の幅とする。

設計にあたっては、 ドアの開閉機構を十分調べたうえで、開口寸法、 ドア寸法などを決定すべきである。

丁番の場合
:

フロアヒンジの場合

180° 開く場合はこの寸法とできる



棘却認:藤戸及びその前後の部分の構造

出入口に戸を設ける場合は、障害者、高齢者等が円滑に開閉 して通過できる構造とする必要がある。

円滑に開閉できるようにするため次のことに留意すること。開閉動作の難易度からみると、引き戸が開き戸より

容易である。一般に推奨されている順位としては、① 自動式引き戸、②手動式引き戸である。

○ 軽い力で開閉できるもの

○ ドアノブは、円形のものは上肢や手に障害のある人が使いにくいためレバー式 とする等にぎりやすい形状

のものとし、車いす使用者が操作 しやすい高さに設けること。

○ 手動式の開き戸には、車いす使用者が開閉するための空間を ドアノブがある側の壁の前に確保すること。

○ 自動式の開き戸は、突然に開いた ドアにぶつかる危険があるので用いないこと。

○  ドアクローザーの閉鎖速度は、車いす使用者の通行に十分配慮すること。

○ 回転 ドアは、視覚障害者が利用する出入口に用いないこと。

また、戸の前後が傾斜 していると車いす使用者には戸の開閉が困難 となるため、車いす使用者が戸を開閉するた

めに必要な部分の床は水平にする必要がある。

輻尚鉾二段差の解消

出入口に段差があると車いす使用者の通行に支障をきたすため、これを設けてはならない。

袂颯鶉二衝1突防止の措置

戸の前面が透明である場合は、弱視者にもそこに戸があることが容易に認知できるようにし、戸への衝突を防止

する必要がある。

白及びそれに至る通路1‐   ■  |‐    ・  ‐  |‐

よヽ こヽ|と と   ■| |■ |   ‐      ‐‐ |  ‐‐
(4)声 あ杢面が透明な場合にあちては、1衝突を防止するための措置を議すること。■ ‐   |   ■

視覚障害者を建築物の主たる出入口から受付等まで視覚障害者を誘導するため、通路には線状ブロックを敷設又

は音声により視覚障害者を誘導する装置を設置する必要がある。

ただし、128_に 掲げる敷設しないことができる建築物及び次の例についてはこの限りでない。

例

① 建築物の主たる出入口付近に常駐する者が対応する場合。

② インターホン等により視覚障害者の来訪が認知できる仕組みを設け、事務所等に常駐する者が速やか

に対応できる場合。

③ 建築物の主たる出入口と受付等が近接 しており、受付等に常駐する者が、建築物の内部から視覚障害

者の来訪を容易に認識できる場合。

④ 保育所、老人ホーム等で、保育士、介護者等が常時付添う制度になっている場合。地区集会所でその

利用時において、地区住民の誰かが必ず視覚障害者に付添うことについての同意形成なされている場合

もこれに含まれる。

受付等とは、視覚障害者に建築物全体の利用に関する情報提供を行うことができる場所をいい、 受付 (イ ンフ

ォメーション)、 案内板及び触地図が設置されている所等がこれに該当する。

建築物の整備基準に係る技術的細目 (別表第一)【津築物の出入口及びそれに至る通路】

7 6に 規定する構造を有する出入口から人又は標識により視覚障害者に特定施設全体の利用に関する情報提供を

行うことができる場所 (以下「受付等」という。)に到達できるように、線状ブロック等の敷設又は音声にょり

視覚障害者を誘導する装置の設置を行うこと (共同住宅、寄宿舎及び駐車場その他視覚障害者の単独での利用が

想定されない建築物を除く。)。 ただし、視覚障害者を誘導することができる者が常駐し視覚障害者を誘導できる

場合はこの限りでない。



利用者が廊下等を円滑に通行できるようにするための基準である。

廊下等には、ロビー、ホール、エ レベーターの乗降ロビー等が該当する。

袂鱚諫判辮|すり

身体障害者更生援護施設、老人福祉施設、有料老人ホームその他これらに類するもの又は病院、診療所その他こ

れらに類するものは、障害者、高齢者等のため特に配慮すべき建築物であるので、手す りを設ける必要がある。

麒 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐|||||‐ |||||‐ ||||‐

廊下の幅については1.11と 同様である。

憮瑕躙馴表1面仕上げ

廊下の表面仕上げについては112と 同様である。

また、毛足の長いカーペットは、車いすの車輪が沈み込み通行に負担がかかるため避けなければならない。

愧涸晰識車|ヽす使用者が転回するための部分

廊下等の幅が 1 2mで は、車いす使用者の転回 (180度 方向転換)が困難であるため、共同住宅及び寄宿舎

を除く建築物で、延長が 25mを 超える廊下には、幅及び奥行きが 1 4m以上の部分を設ける必要がある。

設ける位置は、当該廊下等の末端から10m以 内の部分、それ以外の部分については50m以 内ごとの部分にそ

れぞれ 1箇所設けること。

: 轟鏃羹鎌財TTI
建築物の整備基準に係る技術的細日 (別表第=)【廊下等】

廊下等は、次に定める構造 とすること。  |
(1)幅 は 1.2メ ー トル以上 とすること。

(2)表面は、滑 リーにくくもかつ、車いす使用者が円滑に通行でき る材料で仕上げること。

(3)延長が 25メ ー トルを超える廊1下 等は、幅及び奥行きがそれぞれ 1.4メ ー トル以上の部分を、当該廊下等
の末端から 10メ ー トル以内及び当該廊下等の1末端から 10メ ■ トル以内の部分以外の区間 50メ ー トル以内
ごとに設けること (共同住宅及び寄宿舎の場合を除 く。)。

傾斜路及び特殊構造昇降機については12と 同様である。
ただし、次に掲げるものについては点状プロックを敷設しないことができる。
○学校
○共同住宅

○寄宿舎
○駐車場その他視覚障害者の単独での利用が想定されない建築物 (駐車場の他、自動車教習所、運転免許セン

ター等がこれに該当するが、自動車販売店、自動車用品販売店等については、視覚障害者が運転手を雇う等
して車を所有することが想定されるので、これに該当しない。)

○上記以外の用途で、視覚障害者を誘導することができる者が常駐し視覚障害者を誘導できる場合
例

① 傾斜路付近に常駐する者が対応する場合。
② 受付等に常駐する者が、視覚障害者の目的とする部屋まで誘導する場合。



③ 保育所、老人ホーム等で、保育士、介護者等が常時付添う制度になっている場合。地区集会所でその

利用時において、地区住民の誰かが必ず視覚障害者に付添うことについての同意形成がなされている場

合もこれに含まれる。

舞ヽ翌
=オ
乱璧羹茜FTI畿7,こ|

利用者が施設内の移動において主に利用する階段を安全かつ円滑に昇降できるようにするための基準である。

躙明錐爾回り階段の禁止

回 り階段は、踏面の寸法が内側と外側で異なるため段を踏み外す危険があること、昇降動作と回転動作を同時に

行うので歩行困難者にとって危険を伴うことから、これを設けてはならない。

回り階段 とは、平面的にみて回りながら昇降するもので、らせん階段、途中で折返す形状の階段で当該部分を2

段以上に分割 したもの等が該当する。

次に示す例のうち×は回り階段である。

靡 :書.り

階段には、手す りを設ること。手す りは転落防止のみでなく、歩行困難者が体を支えるためのものでもあるので、

壁がある面にもこれを設けなければならない。また、その形状は握 りやすいものとし、適切な高さに連続 して設け

なければならない。

黙襦[■31表
‐
面仕上げ

階段の表面仕上げは、転落を防止するため粗面とするか、滑 りにくい材料で仕上げる必要がある。

×



鰈鰹橋蘊識男1措置

弱視者が段を容易に認知でき、段の踏み外 しによる転落を防止するために、踏面の端部の色をその周囲の部分と

明度差の大きい色にするなどの方法により識別 しやす くする必要がある。

褥財戯粗段鼻の構造

段の踏み外 しによる転落を防止するため、段鼻には滑 り止めを設ける必要がある。

また、段鼻が下の段の踏面の上に突き出していると、階段を登る際につま先を引っ掛けるおそれがあるため、こ

れを突き出してはならない。

鋼 1鮮:点1状|プロック

階段の上端及び下端 (踊場を合む。)の床面には点状プロックを設けること。なお、22の 敷設を要 しないもの

として掲げるものについてはこの限りでない。
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利用者が安全かつ円滑にエ レベーターを利用できるようにするための基準である。

エ レベーターが複数ある場合は、そのうちの 1以上についてこの基準に適合させること。

次に掲げる建築物のうち、避難階以外の階で不特定かつ多数の者が利用する部分の床面積の合計が 1,000ポ
を超えるものには、エレベーターを設けること。

○博物館、美術館又は図書館

○身体障害者更生援護施設、老人福祉施設、有料老人ホームその他これらに類するもの

○児童福祉施設、助産所、精神障害者社会復帰施設、保護施設 (医療保護施設を除く。)、 婦人保護施設、知

的障害者援護施設、母子福祉施設その他これらに類するもの

○病院、診療所その他これらに類するもの

○公会堂、集会場その他これらに類するもの

○国、県、市町村等がその事業の用に供するもの
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4.2.エレベー

魃 1涯菫:出1入 回の幅

エ レベーター出入 口の幅は、 8 0cm以上とすること。

幅の考え方については161と 同様である。

闊 慰‖:か|ご |の 寸法

かごの間口及び奥行きの内法寸法は、建築物の用途、規模に応 じて、それぞれ次表に掲げる寸法以上 とすること。

建築物の用途、規模 かごの間 口 かごの奥行き

41に 記載 され てい る もの 1. 40m 1 35m

41に 記載 されているものを除き、不特定かつ多数の者が利用する部分で

(1)避難階以外の床面積の合計>1,000ポ
かつ

(2)避難階以外の階で床面積が最大の階の床面積>500ポ

1. 05m 1. 35m

上記以外のもの 1. 10m

魃 鰹
=車

ヽヽす使用者専用の乗場ボタン

エ レベーターの乗降ロビーには、車いす使用者が操作 しやすい専用の乗場ボタンを設けること。

当該乗 り場ボタンは、それを利用することにより戸の開閉時間が通常より長 くなる機能を有 していなければなら

ない。

蒻 241車ヽヽ|す使用者専用の操作盤

かご内の左右両面の側板には、車いす使用者が操作 しやすい専用の操作盤を設けること。

当該操作盤には、それを利用することにより戸の開閉時間が通常より長 くなる機能を有する行先ボタンを設けな

ければならない。また、当該操作盤の主なものには、非常時にかごの外部と連絡が取れる呼びボタン付きのインタ

ーホンを設けなければならない。

操作盤

車りす燎用者層楓示

車いす使用者専用主操作盤

かご位置表示灯
インターホン

インターホン呼びボタン

ランプ点灯

1開ボタン   :行き先ボタン

車いす使用者副操作盤

行き先ボタン

点字表示

開閉ボタン

スイッチボックス

惚先
¨

′
綺
一

主操作盤

インターホン

回籟８組
―

ヽ

鶴田回口口
ＪＩ

圏
‥
メ   i

車いす使用者用標示r  l開ボタン



かご内の仕様

車いす使用者

専用主

躙 獲か|ご内の鏡

エ レベーターのかごに前向きに進入 した車いす使用者が背後にある戸の開閉状態を確認できるよう、鏡を設置す
る必要がある。出入日の反対側の側板に設置することが基本であるが、展望用エ レベーターや出入口が 2方向にあ
るエ レベーターでこれによることが困難な場合は、車いす使用者がどの場所からでも戸の開閉状態を確認できる位

置に凸面鏡を設置 してもよい。

隕閻麟朦腑薫01開閉制御装置

乗降中の利用者が戸に挟まれないよう、エ レベーターの出入口には、利用者を感知 して戸の閉鎖を自動的に制止

する装置を設ける必要がある。

価 i論|ごの位置及び停止予定階の表示装置

かご内には、利用者がかごの現在位置と停止予定階を認知できる表示装置を設けること。

晰涸財蠅針が|ご内の手すリ

かご内の左右両側の側板には、高齢者等に配慮 した手す りを設けること。高さは床上 7 5cm程度とし、かごの間
口が小さいエ レベーターでは特に車いす使用者の障害とならないようにしなければならない。

靱 聾≡点字表示

視覚障害者が円滑に操作することができるよう、昇降ロビーの一般用乗場ボタン及びかご内の一般用操作盤の各
ボタンの横にその内容を点字で表示する必要がある。

誤押するおそれがあるので、ボタン自体に点字の表示をしてはならない。
また、昇降ロビーの一般用乗場ボタンの付近にそこが何階であるかを点字で表示すること。

鼈粽颯鱗憔01‐音声案内装置

乗降ロビーには、到着するかごの向かう方向が上か下かを音声
により知 らせる装置を設けること。ただ し、この装置がかご内に

設けられており、戸が開いたときに昇降ロビーにいる利用者がこ

れを認知できる場合はこの限りでない。

また、かご内には、到着 した階の階数及び扉の閉鎖が始まるこ

とを音声により知 らせる装置を設けること。

共同住宅又は寄宿舎には、 この装置を設けないことができる。

儡閻鰭ヾ肝:乗
‐
降ロビーの寸法

乗降ロビーには、車いす使用者が乗降時に転回するための空間
が必要であるため、乗降ロビーの幅及び奥行きはそれぞれ 1.5
m以上とする必要がある。

かご及び乗降ロビーの寸法

422に記載する
かごの間日の寸法以上
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懇当雌1121聴覚障害者が認識できる装置

41に 記載 されているものに設置す るエ レベーターの一般用の操作盤には、停電等の非常時における外部の対

応状況を聴覚障害者に知らせる装置を設けること。

管制機能を設けたエ レベーターにあっては、管制内容に応 じた情報を電光等により表示できるように、管制機能

を設けていないエ レベーターにあっては、かご内操作盤のインターホン呼出ボタンを押 した時、外部からの応答を

知 らせるランプがつ くインターホン呼出ボタン応答灯を設けその旨を表示すること。

管制機能 :地震時や停電時等の非常時に、センサ等によリエ レベーターの運転状況を確認 し、かごを最寄 り階ま

で運転する等 自動的にエ レベーターの運転を制御する機能

インターホン呼出ボタン応答灯の例
管制機能を備えたエレベーターの場合

地震発生・停電検出等

こ

管制制御の開始

管制内容によりかご内のパネルに対応状況が表示され、
エレベーターは自動的に最寄り階で停止し戸が開きます。
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5車いす使用者が操作しやすい専用の操作彗 |(従 ヽうもの

こ戸の解放時間を延長することができる機能を有する行先
| ボタン■■  ‐
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竜を設置すること。            | ‐

:宋讐謝豊魯8曇祟ギ蒼墓會賛暴魚馨禁魯二年Ъ単定あ階
(8)か ご内の左右画面の側板にはヽ手すりを設けること。

(9)次に掲げる表示を点字により行うこと8 ‐  _               ‐   ‐   |
ア ‐般用め乗場ボ´|ン 及び乗場階の表示    ‐

共同住宅及び寄宿合の場合を除く。)。 |

侵する装置
メ昇降路の出入日の戸の閉鎖を通報する装置
トル以上‐とすること。    |      |
)てはtかご内の一般用の操作盤には、停電等の非常の場

‐合に外部の対応‐状況を聴覚障害者が認識すること―ができる表示装置―を設けることも      ―   ‐

応答ランプ点灯


